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平成 21年 6月 1日現在の高年齢者の雇用状況について�
～希望者全員が 65歳まで働ける企業の割合は約 44%と着実に進展～ 

�
高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（以下「法」という。）により、年金（定額

部分）の支給開始年齢（現行 63歳→平成 25年４月から 65歳）までの高年齢者雇用確
保措置を講じることが企業に義務づけられている。 
兵庫労働局では、高年齢者雇用確保措置を定着させるとともに、希望者全員が 65歳

以上まで働ける企業の割合及び企業の実情に応じた何らかの仕組みで70歳まで働ける
企業の割合を平成 22年度末を目途にそれぞれ 50％、20％とすることを目指し、取組を
進めている。 
今般、企業より報告された平成 21年６月１日現在の高年齢者雇用確保措置等の状況

を集計し、その結果を取りまとめたので、公表する。 

《ポイント》 

１ 高年齢者雇用確保措置等の実施状況 
 ～ほとんどの企業が高年齢者雇用確保措置を実施～ 

○ 平成21年6月1日現在、31人以上規模の企業（注１）のうち、高年齢者雇用確保措置（注２）の実施企

業の割合は、94.8％ 

（51人以上規模の企業で96.3％（前年比0.9ポイント増加）） 

うち、中小企業（注３）は94.4％（51人～300人規模の企業で96.0％（前年比1.3ポイント増） 

大企業（注４）は98.4％（前年比1.4ポイント減） 

○ 希望者全員が65歳以上まで働ける企業（注５）の割合は44.4％

（51人以上規模の企業で40.4％（前年比2.2ポイント増加）） 

うち、中小企業は46.5％（51人～300人規模の企業で43.0％（前年比2.2ポイント増） 

大企業は22.9％（前年比1.5ポイント増） 

○ 「70歳まで働ける企業」（注６）の割合は15.9％ 

（51人以上規模の企業で14.3％（前年比4.2ポイント増加）） 

うち、中小企業は16.6％（51人～300人規模の企業で15.2％（前年比5.1ポイント増）） 

大企業は8.8％（前年比2.3ポイント増） 

 
２ 高年齢者雇用確保措置の義務化後の高年齢労働者の動向 
～高年齢者の常用労働者数が大幅に増加～ 

○ 60～64歳の常用労働者数は約5.6万人 

※ 51人以上規模の企業では、雇用確保措置の義務化前（平成17年）に比較して、約2.7万人か

ら約5万人に増加 

○ 65歳以上の常用労働者数は約2.2万人 

※ 51人以上規模の企業では、雇用確保措置の義務化前（平成17年）に比較して、約8.5千人か

ら約2万人に増加 
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３ 今後の取組 
○ 高年齢者雇用確保措置の未実施企業に対する強力な指導を行うことにより、引き続き、高年齢

者雇用確保措置の定着を図る。

○ 年金支給開始年齢の引上げも踏まえ、希望者全員が65歳まで働ける企業のさらなる普及を図る

とともに、65歳までの雇用の確保を基盤としつつ、何らかの形で65歳を超えて70際まで働ける企

業の増加を図る。�
（注１）法第 52条第１項に基づく高年齢者雇用状況報告を提出した 31人以上規模の企業 4,951社につ

いて、集計（うち中小企業（31人～50人規模は 1,615社、51～300人規模は 2,891社）、大企業

（301人以上規模）は 445社）。なお、当該報告は昨年度まで 51人以上規模の企業を集計対象と

していたが、今年度から 31人以上規模の企業とした。 

（注２）事業主は、雇用する高年齢者の 65 歳までの安定した雇用の確保のため、定年の定めの廃止、

定年の引上げ、継続雇用制度の導入のいずれかの措置（「高年齢者雇用確保措置」）を講じなけれ

ばならない（法第 9条第 1項）。なお、定年の引上げ、継続雇用制度の義務年齢は、年金の支給

開始年齢の引上げに合わせて、平成 25年 4月までに段階的に引き上げられる（現在は 63歳）。 
（注３）中小企業とは常時雇用する労働者が 31人～300人規模の企業。 
（注４）大企業とは常時雇用する労働者が 301人以上規模の企業。 
（注５）65歳以上の定年の定めをしている企業、定年の定めを廃止した企業、希望者全員を対象とした

65歳以上までの継続雇用制度を導入している企業 
（注６）70 歳以上の定年の定めをしている企業、定年の定めを廃止した企業又は 70 歳以上までの継続

雇用制度（希望者全員又は基準に該当する者を対象とする制度）を導入している企業のほか、企

業の実情に応じて何らかの仕組みで 70 歳以上まで働くことができる制度のある企業。なお、昨

年度（平成 20年 6月 1日現在）までの本報告の集計においては、企業の実情に応じて何らかの

仕組みで 70歳以上まで働くことができる制度のある企業の数値は含まれていない。 
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１ 高年齢者雇用確保措置の実施状況 
 (1) 全体の状況 
   高年齢者雇用確保措置（以下「雇用確保措置」という。）の実施済企業の割合は

94.8％（4,692社）（51人以上規模の企業で 96.3％（3,214社）、前年比 0.9ポイ

ントの増加）となっている。 
   一方、雇用確保措置を未実施である企業の割合は 5.2％（259社）（51人以上規

模の企業で 3.7％（122社）、前年比 0.9ポイントの減少）となっている。 
   このように、企業における雇用確保措置は着実に進展している（別紙表１）。 

 

 (2) 企業規模別の状況 
   雇用確保措置の実施済企業の割合を企業規模別に見ると、大企業では 98.4％（438

社）（前年比 1.4ポイントの減少）、中小企業では 94.4％（4,254社）（51 人以上規

模の企業で 96.0％（2,776 社）、前年比 1.3 ポイントの増加）となっており、大企

業のほとんどが雇用確保措置を実施し、また、中小企業の実施状況も着実に進展し

ている（別紙表１）。 

 

 

 

 

 

 
 
(3) 雇用確保措置の上限年齢 

       雇用確保措置の上限年齢については、雇用確保措置の実施済企業のうち、現在の
義務年齢である 63歳又は 64歳を上限年齢とした企業は 18.4%（862社）（51人以上
規模の企業で 20.6％（662 社））となる一方、法の義務化スケジュールより前倒し
して 65 歳以上を上限年齢とした企業（定年の定めのない企業を含む。）は 81.6％
（3,830 社）（51 人以上規模の企業で 79.4％（2,552 社）、前年比 7.1 ポイントの
増加）となっている（別紙表３－１）。 
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(4) 雇用確保措置の内訳 
   雇用確保措置の実施済企業のうち、「定年の定めの廃止」の措置を講じた企業

は 3.2%（151社）（51人以上規模の企業で 1.9％（60社））、「定年の引上げ」の措

置を講じた企業は 14.6％（683社）（51人以上規模の企業で 12.9％（416社））、

「継続雇用制度の導入」の措置を講じた企業は 82.2％（3,858 社）（51 人以上規

模の企業で 85.2％（2,738社））となっている（別紙表３－２）。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 (5) 継続雇用制度の内訳 
   継続雇用制度を導入した企業（3,858社）のうち、希望者全員の継続雇用制度を導

入した企業は 42.9％（1,654社）（51人以上規模の企業で 38.8％（1,062社））、対
象者となる高年齢者に係る基準を労使協定で定め、当該基準に基づく継続雇用制度
を導入した企業は 46.0％（1,776社）（51人以上規模の企業で 51.7％（1,416社））、
労使協定の締結に向けて努力したにもかかわらず協議が調わず、法に基づく特例措
置により就業規則等で基準を定め、当該基準に基づく継続雇用制度を導入した企業
は 11.1％（428社）（51人以上規模の企業で 9.5％（260社））となっている（別紙
表３－３）。 

 

 

 

 

 

 

 
２ 希望者全員が 65歳以上まで働ける企業等について 

(1) 希望者全員が 65歳以上まで働ける企業の割合 
     希望者全員が 65歳以上まで働ける企業の割合は 44.4％（2,199社）（51人以上

規模の企業で 40.4％（1,347社）、前年比 2.2ポイントの増加）となっている。 
    企業規模別に見ると、中小企業では 46.5％（2,097 社）（51～300 人規模の企業

で 43.0％（1,245社）、前年比 2.2ポイント増加）、大企業では 22.9％（102社）
（前年比 1.5ポイント増加）となっている（別紙表４）。 
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（2)「70歳まで働ける企業」の割合 

 「70歳まで働ける企業」の割合は 15.9％（786社）（51人以上規模の企業で 14.3％
（477社）、前年比 4.2ポイントの増加）となっている。 
企業規模別に見ると、中小企業では 16.6％（747社）（51～300人以上規模の企
業で 15.2％（438社）（前年比 4.6ポイント増加）、大企業では 8.8％（39社）（前
年比 2.3ポイント増加）となっている（別紙表５）（２頁（注６）参照）。 

 

 

 

 

 

 
３ 雇用確保措置の義務化後の高年齢労働者の動向 
  常用労働者数の推移 

・ 60歳～64歳の常用労働者数は約 5万 6千人（51人以上規模の企業で、雇用確
保措置の義務化前(平成 17年)に比較して、約 2万７千人から約 2 万 9 千人の
増加（109.8％の増加）） 

  ・ 65歳以上の常用労働者数は約 2万 2千人（51人以上規模の企業で、雇用確保
措置の義務化前(平成 17 年)に比較して、約 9 千人から約 1 万 3 千人の増加
（163.4％の増加））と、大幅に増加している（別紙表６）。 

 

 

 

 

 

 

年齢別常用労働者数年齢別常用労働者数年齢別常用労働者数年齢別常用労働者数( 51( 51( 51( 51人以上規模企業人以上規模企業人以上規模企業人以上規模企業））））

56

22

44
35

2927

17
14119

0
10
20
30
40
50

60

平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年

（千人）

60歳～64歳

65歳以上

3. 3% 11. 9% 31. 3%

0. 2%
5. 2% 17. 5%

3. 0% 11. 3% 30. 1%

0. 0% 10. 0% 20. 0% 30. 0% 40. 0% 50. 0%

31～300人

300人以上

全企業

希望者全員希望者全員希望者全員希望者全員がががが65656565歳以上歳以上歳以上歳以上までまでまでまで働働働働けるけるけるける企業企業企業企業のののの割合割合割合割合

定年の定めの廃止

65歳以上の定年の定め

希望者全員の65歳以上までの継続雇用制度
の導入

������

������

������

3. 33%
0. 73%

2. 84% 6. 55% 3. 13%

0. 22%

0. 00%

1. 57% 3. 60% 3. 37%

3. 05%
0. 67%

2. 73% 6. 28% 3. 15%

0. 00% 5. 00% 10. 00% 15. 00% 20. 00%

31～300人

300人以上

全企業

「「「「70707070歳歳歳歳までまでまでまで働働働働けるけるけるける企業企業企業企業」」」」のののの割合割合割合割合

定年の定めの廃止

70歳以上の定年の定め

希望者全員の70歳以上までの継続雇用制度の導入

基準該当者の70歳以上までの継続雇用制度の導入

その他の何らかの仕組みで70歳以上まで働ける制度の導入

������

�����

������



��
�

定年到達予定者のうち継続雇用予定者の動向 
定年到達予定者のうち継続雇用される予定の者の数（割合）は 1,0897人（70.4％）

（51人以上規模の企業で 9,812人（69.3％）と、雇用確保措置の義務化前（平成 17
年）に比較して増加（別紙表７）。 

 
４ 今後の取組 
(1) 雇用確保措置の定着に向けた取組 

    51人以上の規模の企業における雇用確保措置は着実に進展しているが、51人以
上の未実施企業が 122社あり、新たに調査対象とした 31～50人規模の企業につい
ても未実施企業が 137 社あることから、引き続き、兵庫労働局、ハローワークに
よる個別指導を強力に実施し、早期解消を図る。 

      
 (2) 希望者全員が 65歳まで働ける企業の普及 

  平成 25 年度には、年金の支給開始年齢の定額部分が 65 歳に引き上げられ、報
酬比例部分の引上げが始まることも踏まえ、60歳代前半の雇用確保を図るため、
希望者全員が 65歳まで働ける制度の導入に取り組んでもらうよう、企業に積極的
に働きかけを行う。 

 
 (3)  「70歳まで働ける企業」の普及・啓発 
    少子・高齢化の進行、将来の労働力人口の減少、団塊世代の 65歳への到達等を

踏まえ、年齢にかかわりなく働ける社会の実現に向け、「定年引上げ等奨励金」の
活用等により、65歳までの雇用確保を基盤として「70歳まで働ける企業」の普及・
啓発に取り組む。 

 



[別紙]

　　　　表表表表１１１１　　　　雇用確保措置雇用確保措置雇用確保措置雇用確保措置のののの実施状況実施状況実施状況実施状況

51人 3,214  (3,147) 51人 122　 (152) 51人 3,336　 (3,299)
以上 96.3%  (95.4%) 以上 3.7%  (4.6%) 以上 100.0%  (100.0%)

（（（（注注注注））））((((　　　　))))内内内内はははは、、、、平成平成平成平成２０２０２０２０年年年年６６６６月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在のののの数値数値数値数値。。。。表表表表１１１１～～～～５５５５においてにおいてにおいてにおいて同同同同じじじじ。。。。

　　　　表表表表２２２２　　　　規模別規模別規模別規模別・・・・産業別実施状況産業別実施状況産業別実施状況産業別実施状況

31313131人以上人以上人以上人以上 ５１５１５１５１人以上人以上人以上人以上 31313131人以上人以上人以上人以上 ５１５１５１５１人以上人以上人以上人以上

80.0% 90.9%  (80.0 %) 20.0% 9.1%  (20.0%)
100.0% - 　(100.0%) - -　 ( - )
95.9% 94.2%  (96.5%) 4.1% 5.8%  (3.5%)
96.3% 97.5%  (96.6%) 3.7% 2.5%  (3.4%)
100.0% - (100.0%) - - ( - )
89.5% 93.9%  (89.6%) 10.5% 6.1%  (10.4%)
94.6% 97.0%  (96.6%) 5.4% 3.0%  (3.4 %)
91.8% 94.6%　(92.8%) 8.2% 5.4%  (7.2%)
100.0% 100.0%   (100.0%) - - 　( - )
89.6% 98.0%   (100.0%) 10.4% 2.0%  ( - )
92.9% 98.4%　( - ) 7.1% 1.6%  ( - )
94.9% 95.6%　(93.4%) 5.1% 4.4%  (6.6%)
92.6% 92.7%  ( - ) 7.4% 7.3%   ( - )
94.3% 96.9%  (93.5%) 5.7% 3.1%  (6.5%)
95.9% 96.1%  (97.1%) 4.1% 3.9%  (2.9%)
100.0% 100.0%  (95.7%) - -　 (4.3%)
95.2% 96.2%  (93.3%) 4.8% 3.8%  (6.7%)
100.0% 100.0%  ( - ) - -　 ( - )
94.8% 96.3%  (95.4%) 5.2% 3.7% (4.6%)

（（（（注注注注））））((((　　　　))))内内内内のののの－－－－はははは、、、、日本標準産業分類日本標準産業分類日本標準産業分類日本標準産業分類のののの変更変更変更変更によりによりによりにより比較比較比較比較ができないためができないためができないためができないため。。。。

7777

公務公務公務公務・・・・そのそのそのその他他他他

電気電気電気電気・・・・ガスガスガスガス・・・・熱供給熱供給熱供給熱供給・・・・水道業水道業水道業水道業

情報通信業情報通信業情報通信業情報通信業

運輸運輸運輸運輸、、、、郵便業郵便業郵便業郵便業

卸売業卸売業卸売業卸売業、、、、小売業小売業小売業小売業

合計合計合計合計

金融業金融業金融業金融業、、、、保険業保険業保険業保険業

不動産業不動産業不動産業不動産業、、、、物品賃貸業物品賃貸業物品賃貸業物品賃貸業

学術研究学術研究学術研究学術研究、、、、専門専門専門専門・・・・技術技術技術技術サービスサービスサービスサービス業業業業

宿泊業宿泊業宿泊業宿泊業、、、、飲食飲食飲食飲食サービスサービスサービスサービス業業業業

生活関連生活関連生活関連生活関連サービスサービスサービスサービス業業業業、、、、娯楽業娯楽業娯楽業娯楽業

教育教育教育教育、、、、学習支援業学習支援業学習支援業学習支援業

医療医療医療医療、、、、福祉福祉福祉福祉

複合複合複合複合サービスサービスサービスサービス事業事業事業事業

サービスサービスサービスサービス業業業業（（（（他他他他にににに分類分類分類分類されないものされないものされないものされないもの））））

５０１５０１５０１５０１～～～～１０００１０００１０００１０００人人人人
１１１１，，，，００１００１００１００１人以上人以上人以上人以上

合計合計合計合計

農農農農、、、、林林林林、、、、漁業漁業漁業漁業

鉱業鉱業鉱業鉱業、、、、採石業採石業採石業採石業、、、、砂利採取業砂利採取業砂利採取業砂利採取業

建設業建設業建設業建設業

製造業製造業製造業製造業

３１３１３１３１～～～～５０５０５０５０人人人人
５１５１５１５１～～～～１００１００１００１００人人人人

①①①①実施済企業割合実施済企業割合実施済企業割合実施済企業割合

１０１１０１１０１１０１～～～～３００３００３００３００人人人人
３０１３０１３０１３０１～～～～５００５００５００５００人人人人

97.9%  (96.8%)
97.7%  (99.5%)

5.2%

4,951

②②②②未実施企業割合未実施企業割合未実施企業割合未実施企業割合

100.0%

1.4%　( - )
-   ( - )

2.1%  (3.2%)
2.3%  (0.5%)

①①①①実施済実施済実施済実施済

1,478
91.5%

2,776　(2,704)

4,254
94.4%

②②②②未実施未実施未実施未実施

94.6%  (93.0%) 5.4%   (7.0%)
91.5% 8.5%

①①①①＋＋＋＋②②②②合計合計合計合計

1,615
100.0%

252
5.6%

100.0%  (100.0%)

2,891　(2,855)
100.0%  (100.0 %)

4,506
100.0%

100.0%  (100.0 %)
445　(444)

94.8%

94.8%

5.2%

137
8.5%

115　(151)
4.0%  (5.3 %)

7　(1)
1.6% 　(0.2%)

98.6%  (100.0%)

96.0%  (94.7 %)
438(443)

51515151～～～～300300300300人人人人

2594,692
98.4%  (99.8 %)

産産産産
業業業業
別別別別

31313131～～～～300300300300人人人人

301301301301人以上人以上人以上人以上

企業数企業数企業数企業数

31313131～～～～50505050人人人人

規規規規
模模模模
別別別別



[別紙]

　　　　表表表表３３３３　　　　雇用確保措置実施企業雇用確保措置実施企業雇用確保措置実施企業雇用確保措置実施企業にににに関関関関するするするする状況状況状況状況

　　　　表表表表３３３３－－－－１１１１　　　　雇用確保措置雇用確保措置雇用確保措置雇用確保措置のののの上限年齢上限年齢上限年齢上限年齢

51515151人人人人 2,552  (2,276) 51515151人人人人 662  (871) 51515151人人人人 3,214  (3,147)
以上以上以上以上 79.4% (72.3%) 以上以上以上以上 20.6% (27.7%) 以上以上以上以上 100.0% (100.0%)

　　　　表表表表３３３３－－－－２２２２　　　　雇用確保措置雇用確保措置雇用確保措置雇用確保措置のののの内訳内訳内訳内訳

51515151人人人人 60  (59) 51515151人人人人 416  (374) 51515151人人人人 2,738  (2,714) 51515151人人人人 3,214  (3,147)
以上以上以上以上 1.9%　 (1.9%) 以上以上以上以上 12.9%　 (11.9%) 以上以上以上以上 85.2%　 (86.2%) 以上以上以上以上 100.0%　 (100.0%)

　　　　表表表表３３３３－－－－３３３３　　　　継続雇用制度継続雇用制度継続雇用制度継続雇用制度のののの内訳内訳内訳内訳

51515151人人人人 51515151人人人人

以上以上以上以上 51515151人人人人 1,416  (1,332) 51515151人人人人 260  (334) 以上以上以上以上
38.8 % (38.6%) 以上以上以上以上 51.7 %  (49.1%) 以上以上以上以上 9.5%  (12.3%) 100.0 %　 (100.0%)

8888

14.6%

3,449
81.1%
1,120
75.8%

2,329　 (2299)
83.9%  （85.0%)

409　 (415)
93.4%  （93.7%)

3,858

14.0%  （12.9%)
28　 (26)

6.4%  （5.9%)

388　 (348)

82.2%

655
15.4%

1　 (2)
0.2%  （0.4%)

151
3.2%

91
6.1%

59　 (57)
2.1%  （2.1%)

83.3%

81.6%（75.5%）

150
3.5%

2,738
(2,714)

②②②②基準該当者基準該当者基準該当者基準該当者

労使協定労使協定労使協定労使協定 就業規則等就業規則等就業規則等就業規則等

2,204

労使協定労使協定労使協定労使協定 就業規則等就業規則等就業規則等就業規則等

労使協定労使協定労使協定労使協定

100.0%

3,449

100.0%

3,858

①①①①＋＋＋＋②②②②合計合計合計合計

42.9%

100.0%  (100.0%)

409 (415)

32.1% 15.0% 100.0%52.9%

1,062
(1,048)

1,776 428

46.0% 11.1%
51人以上 1,676　 （1,666）

1,654

51515151～～～～300300300300人人人人

313  (291) ―  (32)
76.5 %  (70.1%) ―  (7.7%)23.5 %  (22.2%)

313 (323)
労使協定労使協定労使協定労使協定 就業規則等就業規則等就業規則等就業規則等※※※※

1,363 (1,343)

592

100.0%  (100.0%)41.4%  (41.6%)

528
労使協定労使協定労使協定労使協定 就業規則等就業規則等就業規則等就業規則等

11.2 %  (13.1%)

966  (956) 2,329  (2,299)就業規則等就業規則等就業規則等就業規則等

1,478
100.0%

2,776  (2,704)
100.0%　（100.0%）

4,692
100.0%

①①①①＋＋＋＋②②②②＋＋＋＋③③③③合計合計合計合計

31313131～～～～50505050人人人人
1,478

4,254
100.0%

①①①①定年定年定年定年のののの定定定定めめめめ
のののの廃止廃止廃止廃止

②②②②定年定年定年定年のののの引上引上引上引上げげげげ
③③③③継続雇用制度継続雇用制度継続雇用制度継続雇用制度

のののの導入導入導入導入

1,120
360 168

100.0%

100.0%  （100.0%)

2,776　 (2,704)

438　(443)
100.0%  （100.0%)

4,692
100.0%

 47.4%  (45.3%)

②６３②６３②６３②６３～～～～６４６４６４６４歳歳歳歳

34.7%　（47.0%）

42.4%

18.4%（24.5%）

862

200

683

267
18.1%

①①①①＋＋＋＋②②②②合計合計合計合計

1,103  (1,041) 260  (302)

45.2%

65.3%（53.0%）
286  (235)

710 4,254
100.0%

438  (443)

31313131～～～～300300300300人人人人

2,266  ( 2,041)

96  (92)

301301301301人以上人以上人以上人以上

企業数企業数企業数企業数

301301301301人以上人以上人以上人以上

①６５①６５①６５①６５歳以上歳以上歳以上歳以上
（（（（含定年制含定年制含定年制含定年制なしなしなしなし））））

51515151～～～～300300300300人人人人

3,544

18.4%

16.7%

510  (663)

152  (208)

3,830
81.6%

1,278
86.5%

※※※※　　　　301301301301人以上規模人以上規模人以上規模人以上規模のののの企業企業企業企業においてはにおいてはにおいてはにおいては、、、、継続雇用制度継続雇用制度継続雇用制度継続雇用制度のののの対象者対象者対象者対象者にににに係係係係るるるる基準基準基準基準をををを労使協定労使協定労使協定労使協定によらずによらずによらずによらず就業規則等就業規則等就業規則等就業規則等でででで定定定定めることができるとするめることができるとするめることができるとするめることができるとする経過措置経過措置経過措置経過措置はははは平成平成平成平成21212121年年年年３３３３月月月月31313131
日日日日
　　　　がががが終期終期終期終期となっていることからとなっていることからとなっていることからとなっていることから、、、、就業規則就業規則就業規則就業規則でででで基準基準基準基準をををを定定定定めているめているめているめている企業企業企業企業（  （  （  （  社社社社））））についてはについてはについてはについては、、、、雇用確保措置未実施企業雇用確保措置未実施企業雇用確保措置未実施企業雇用確保措置未実施企業とみなされるためとみなされるためとみなされるためとみなされるため、、、、本欄本欄本欄本欄にはにはにはには計上計上計上計上されていないされていないされていないされていない。。。。

31313131～～～～50505050人人人人

就業規則等就業規則等就業規則等就業規則等

31313131～～～～300300300300人人人人

企業数企業数企業数企業数

31313131～～～～300300300300人人人人
1,558

1,891
労使協定労使協定労使協定労使協定

1,463
12.4%

13.5%

51515151～～～～300300300300人人人人

428

企業数企業数企業数企業数

301301301301人以上人以上人以上人以上

31313131～～～～50505050人人人人

100.0%　（100.0%）

①①①①希望者全員希望者全員希望者全員希望者全員



表表表表４４４４　　　　65656565歳以上歳以上歳以上歳以上までまでまでまで希望者全員希望者全員希望者全員希望者全員がががが働働働働けるけるけるける企業企業企業企業のののの割合割合割合割合

定年定年定年定年のののの定定定定めのめのめのめの廃止廃止廃止廃止 ６５６５６５６５歳以上定年歳以上定年歳以上定年歳以上定年

150 537

3.3% 11.9%

91 224

5.6% 13.9%
59
(57)

313
(272)

2.0%
(2.0%)

10.8%
(9.5%)

1
(2)

23
(20)

0.2%
(0.5%)

5.2%
(4.5%)

151 560

3.0% 11.3%

51515151人人人人

60
(59)

３３６
(２９２)

以上以上以上以上 1.8%
(1.8%)

10.1%
(8.8%)

表表表表５５５５　「「「　「７０７０７０７０歳歳歳歳までまでまでまで働働働働けるけるけるける企業企業企業企業」」」」のののの割合割合割合割合

希望者全員希望者全員希望者全員希望者全員
７０７０７０７０歳以上歳以上歳以上歳以上

150 33 128

3.3% 0.7% 2.8%

91 18 50

5.6% 1.1% 3.1%
５９
(５７)

１５
(４)

７８
(６５)

２．０%
(１．８%)

０．５%
(０．１%)

２．７%
(２．２ %)

１
(２)

－
(-)

7
(7)

0.2%
(0.5 %)

-
(-)

1.6%
(1.6%)

151 33 135

3.0% 0.7% 2.7%

51515151人人人人

60
(59)

15
(4)

85
(72)

以上以上以上以上 1.8%
(1.8%)

0.5%
(0.1%)

2.5%
(2.2%)

9999

15.9% 100.0%

6.2%
(6.0%)

3.3%
14.3

(10.1%)
100.0%
(100.0%)

309 1,615

6.5% 2.8% 19.1% 100.0%

45105

17.5%
(16.4%)

28.5%
(27.6%)

40.4%
(38.2%)

100.0%
(100.0%)

９５１
(９１０)

１,３４７
(１,２６１)

３,３３６
(３,２９９)

30.1% 44.4%

希望者全員希望者全員希望者全員希望者全員
６５６５６５６５歳以上歳以上歳以上歳以上
継続雇用継続雇用継続雇用継続雇用

1,488 2,199 4,951

1,615

100.0%
2,891
(2,855)
100.0%
(100.0%)

445
(444)

873
(837)
30.2%
(29.3%)

43.0%
(40.8%)

78
(73)

102
(95)

537 852

33.3% 52.8%

定年定年定年定年のののの定定定定めのめのめのめの廃止廃止廃止廃止 70707070歳以上定年歳以上定年歳以上定年歳以上定年

継続雇用継続雇用継続雇用継続雇用

合計合計合計合計基準該当者基準該当者基準該当者基準該当者
７０７０７０７０歳以上歳以上歳以上歳以上

そのそのそのその他他他他のののの
制度制度制度制度でででで
７０７０７０７０歳以上歳以上歳以上歳以上

311

6.3%
3,336
(3,299)

206
(197)

111
477
(332)

156 786 4,951

3.2%

２,８９１
(２,８５５)

１９０
(１７７)

39
(29)

16
(20)

96
438
(303)

６．６ %
(６．０ %)

3.3%
15.2%

(１0.1%)
１00.0%
(１00.0)%

51515151～～～～300300300300人人人人

31313131～～～～50505050人人人人

51515151～～～～300300300300人人人人

31313131～～～～50505050人人人人

企業数企業数企業数企業数

31313131～～～～300300300300人人人人

4,506

31.3% 46.5% 100.0%

合計合計合計合計
報告報告報告報告したしたしたした

すべてのすべてのすべてのすべての企業企業企業企業

301301301301人以上人以上人以上人以上
100.0%
(100.0%)

22.9%
(21.4%)

1,245
(1,166)

31313131～～～～300300300300人人人人
1,410 2,097

（注）「合計」欄の本年度の数値には、「その他の制度で70歳以上」（企業の実情に応じて何らかの仕組みで70歳以上まで働くことのできる
　　制度）を含むが、（　）内の昨年6月の数値には、当該制度を含まない。

301301301301人以上人以上人以上人以上

企業数企業数企業数企業数

15
445
(444)

3.6 %
(4.5 %)

3.4%
8.8%
(6.5%)

100.0%
(100.0%)

16.6% 100.0%

100.0%

747 4,506

報告報告報告報告したしたしたした
すべてのすべてのすべてのすべての企業企業企業企業

6.5% 3.1%

295 141



年齢計年齢計年齢計年齢計 ６０６０６０６０歳歳歳歳～～～～６４６４６４６４歳歳歳歳 ６５６５６５６５歳以上歳以上歳以上歳以上

平成平成平成平成１７１７１７１７年年年年 601601601601,,,,975975975975人人人人（（（（100100100100....0000）））） 26262626,,,,543543543543人人人人((((100100100100....0000)))) 8888,,,,500500500500人人人人((((100100100100....0000))))

平成平成平成平成１８１８１８１８年年年年 644,224人（107.0） 28,947人（109.1） 10,716人（126.1）

平成平成平成平成１９１９１９１９年年年年 659,655人（109.6） 34,553人（130.2） 13542人（159.3）

平成平成平成平成２０２０２０２０年年年年 711,828人（118.2） 44.166人（166.4） 17,416人（204.9）

平成平成平成平成２２２２1111年年年年
((((51515151人以上人以上人以上人以上））））

735,619人（122.2） 50,323人（189.6） 19,746人（232.3）

平成平成平成平成２２２２1111年年年年
((((31313131人以上人以上人以上人以上））））

799799799799,,,,715715715715人人人人 55555555,,,,685685685685人人人人 22222222,,,,388388388388人人人人

継続雇用予定者継続雇用予定者継続雇用予定者継続雇用予定者 定年定年定年定年によるによるによるによる離職予定者離職予定者離職予定者離職予定者
基準基準基準基準にににに該当該当該当該当しないこしないこしないこしないこ
とによるとによるとによるとによる離職予定者離職予定者離職予定者離職予定者

未定未定未定未定

平成平成平成平成１７１７１７１７年年年年 8888,,,,237237237237人人人人（（（（100100100100....0000%%%%）））） 4275(51.9%)4275(51.9%)4275(51.9%)4275(51.9%)

平成平成平成平成１８１８１８１８年年年年 11,853人（100.0%） 8,758人（73.9%） 2,495人（21.4%） 600人（5.1%）

平成平成平成平成１９１９１９１９年年年年 13,797人（100.0%） 11,209人（81.2%） 2,381人（17.3%) 169人（1.2%）

平成平成平成平成２０２０２０２０年年年年
14,693人（100.0%） 11,212人（76.3%） 2,352人(16.0%) 172人(1.2%) 957人（6.5%）

((((参考参考参考参考)))) 14,693人（100.0%） 12,169人（82.8%） 2,352人(16.0%) 172人(1.2%)

平成平成平成平成２２２２1111年年年年
((((51515151人以上人以上人以上人以上））））

14,163人(100.0%) 9,812人(69.3%) 2,199人(15.5%) 224人( 1.6%) 1,928人(13.6%)

((((参考参考参考参考)))) 14,163人(100.0%) 11,740人(82.9%) 2,199人(15.5%) 224人(1.6%)

平成平成平成平成２２２２1111年年年年
((((31313131人以上人以上人以上人以上））））

15151515,,,,487487487487人人人人((((100100100100....0000%)%)%)%) 10101010,,,,897897897897人人人人((((70707070....4444%)%)%)%) 2222,,,,365365365365人人人人((((15151515....3333%)%)%)%) 241241241241人人人人((((1111....6666%)%)%)%) 1111,,,,984984984984人人人人((((12121212....8888%)%)%)%)

((((参考参考参考参考)))) 15151515,,,,487487487487人人人人((((100100100100....0000%)%)%)%) 12121212,,,,881881881881人人人人((((83838383....2222%)%)%)%) 2222,,,,365365365365人人人人((((15151515....3333%)%)%)%) 241241241241人人人人((((1111....6666%)%)%)%)

　　　　　　　　　　　　　　　　それそれそれそれ以前以前以前以前のののの継続雇用予定者継続雇用予定者継続雇用予定者継続雇用予定者かどうかかどうかかどうかかどうか未定未定未定未定のののの者者者者についてはについてはについてはについては、、、、継続雇用予定者継続雇用予定者継続雇用予定者継続雇用予定者にににに含含含含むこととしておりむこととしておりむこととしておりむこととしており、、、、平成平成平成平成２０２０２０２０年及年及年及年及びびびび

　　　　　　　　　　　　　　　　平成平成平成平成２１２１２１２１年年年年についてについてについてについて、、、、これとこれとこれとこれと同様同様同様同様のののの算出方法算出方法算出方法算出方法とするととするととするととすると参考参考参考参考のとおりとなるのとおりとなるのとおりとなるのとおりとなる。。。。

10101010

（（（（注注注注））））１１１１　　　　平成平成平成平成１９１９１９１９年年年年についてはについてはについてはについては、、、、定年到達予定者定年到達予定者定年到達予定者定年到達予定者にににに内訳内訳内訳内訳のののの確認出来確認出来確認出来確認出来ないないないない　　　　38383838人人人人がががが含含含含まれるまれるまれるまれる。。。。

　　　　　　　　　　　　２２２２　　　　平成平成平成平成２０２０２０２０年年年年からからからから、、、、定年到達予定者定年到達予定者定年到達予定者定年到達予定者のうちのうちのうちのうち継続雇用予定者継続雇用予定者継続雇用予定者継続雇用予定者かどうかかどうかかどうかかどうか未定未定未定未定のののの者者者者についてはについてはについてはについては、、、、別途計上別途計上別途計上別途計上することとしたすることとしたすることとしたすることとした。。。。

表表表表６６６６　　　　年齢別常用労働者年齢別常用労働者年齢別常用労働者年齢別常用労働者

（（（（注注注注）（　））（　））（　））（　）内内内内はははは平成平成平成平成１７１７１７１７年年年年をををを１００１００１００１００としたとしたとしたとした場合場合場合場合のののの比率比率比率比率

3333,,,,962962962962人人人人（（（（48484848....1111%%%%））））

表表表表７７７７　　　　定年到達予定者等定年到達予定者等定年到達予定者等定年到達予定者等のののの状況状況状況状況

定年到達予定者定年到達予定者定年到達予定者定年到達予定者



改正高年齢者雇用安定法による高年齢者雇用確保措置の義務付け
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年度

 

 
 
 

義
務
年
齢

 定年の引上げ、継続雇用制度の年齢は、
年金支給開始年齢の引上げに合わせて、
２０１３年度までに段階的に実施

いずれかの措置
（高年齢者雇用確保措置）

の実施義務

 ② 継続雇用制度の導入（労使協定により基準を
  定めた場合は、希望者全員を対象としない制度も可）

 ① 定年の引上げ

 ③ 定年の定めの廃止

施
行
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高年齢者等職業安定対策基本方針高年齢者等職業安定対策基本方針高年齢者等職業安定対策基本方針高年齢者等職業安定対策基本方針のののの概要概要概要概要
（平成21年厚生労働省告示第252号）

高年齢者等職業安定対策基本方針（以下「基本方針」という ）は、高年齢者等の雇用の安定等に関。
する法律（昭和46年法律第68号）第６条に基づき、策定されている。今般、昨年８月からの労働政策
審議会職業安定分科会雇用対策基本問題部会における議論を踏まえ、平成21年度から平成24年度まで
の４年間を対象期間として、新たに基本方針を策定することとした。
基本方針の概要は以下のとおりである。

１ 高年齢者の雇用の機会の増大の目標に関する事項
公的年金公的年金公的年金公的年金のののの支給開始年齢支給開始年齢支給開始年齢支給開始年齢のののの引上引上引上引上げもげもげもげも踏踏踏踏まえまえまえまえ、、、、平成平成平成平成25252525年年年年３３３３月末月末月末月末までにすべてのまでにすべてのまでにすべてのまでにすべての企業企業企業企業においてにおいてにおいてにおいて確実確実確実確実にににに6666

、 （ 「 」、 （ 「 」、 （ 「 」、 （ 「 」5555歳歳歳歳までのまでのまでのまでの定年定年定年定年のののの引上引上引上引上げげげげ 継続雇用制度継続雇用制度継続雇用制度継続雇用制度のののの導入又導入又導入又導入又はははは定年定年定年定年のののの定定定定めのめのめのめの廃止 以下 高年齢者雇用確保措置廃止 以下 高年齢者雇用確保措置廃止 以下 高年齢者雇用確保措置廃止 以下 高年齢者雇用確保措置
という のいずれかのという のいずれかのという のいずれかのという のいずれかの措置措置措置措置がががが講講講講じられるようにするとともにじられるようにするとともにじられるようにするとともにじられるようにするとともに 希望者全員希望者全員希望者全員希望者全員がががが65656565歳歳歳歳までまでまでまで働働働働けるけるけるける企業企業企業企業 6666。） 、 （。） 、 （。） 、 （。） 、 （
5555歳以上定年企業等歳以上定年企業等歳以上定年企業等歳以上定年企業等））））のののの割合割合割合割合をををを平成平成平成平成22222222年度末年度末年度末年度末をををを目途目途目途目途にににに50505050％％％％としとしとしとし、、、、平成平成平成平成25252525年年年年３３３３月月月月までにさらなるまでにさらなるまでにさらなるまでにさらなる普及普及普及普及にににに
努努努努めるめるめるめる。。。。
またまたまたまた、、、、65656565歳歳歳歳までのまでのまでのまでの雇用雇用雇用雇用のののの確保確保確保確保をををを基盤基盤基盤基盤としつつとしつつとしつつとしつつ、、、、団塊団塊団塊団塊のののの世代世代世代世代がががが平成平成平成平成24242424年年年年にはにはにはには65656565歳歳歳歳にににに到達到達到達到達しししし始始始始めるこめるこめるこめるこ
とをとをとをとを見据見据見据見据えてえてえてえて、、、、65656565歳歳歳歳をををを超超超超えてえてえてえて「「「「70707070歳歳歳歳までまでまでまで働働働働けるけるけるける企業企業企業企業」」」」のののの割合割合割合割合をををを平成平成平成平成22222222年度末年度末年度末年度末をををを目途目途目途目途にににに20202020％％％％とするなとするなとするなとするな
どどどど年齢年齢年齢年齢にかかわりなくにかかわりなくにかかわりなくにかかわりなく働働働働きききき続続続続けることができるけることができるけることができるけることができる雇用雇用雇用雇用のののの場場場場のののの拡大拡大拡大拡大にににに努努努努めるめるめるめる。。。。
高年齢者雇用施策の推進により、平成24年には、60～64歳の就業率を56～57％、65～69歳の就業
率を37％とすることを目指す。

２ 事業主が行うべき諸条件の整備等に関して指針となるべき事項
⑴ 事業主は、高年齢者の意欲及び能力に応じた雇用機会の確保等のため募集・採用に係る年齢制
限の禁止、職業能力の開発及び向上、作業施設の改善、高年齢者の職域の拡大等、諸条件の整備
に努めるものとする。

⑵ 65歳未満の定年の定めをしている事業主は、高年齢者雇用確保措置の実施、高年齢者の雇用の
確保に必要な場合における賃金・人事処遇制度の見直し等の推進に努めるものとする。
高年齢者雇用確保措置のうち継続雇用制度を導入する場合には、可能な限り希望者全員を対象
とする制度とすることを検討することとし、対象となる労働者に係る基準を定める場合には、具
体的かつ客観的な基準を労使協定で定める。また、基準を定めた場合には、随時、労使で対象と
なる労働者の拡大、希望者全員を対象とする制度への転換について検討する。
賃金・人事処遇制度の見直しを行う場合には、継続雇用制度を導入する場合における継続雇用
後の賃金について適切なものとなるように努めること、短時間勤務制度など高年齢者の希望に応
じた勤務が可能となる制度の導入に努めること、継続雇用制度を導入する場合で契約期間を定め
るときには、むやみに短い契約期間とすることがないように努めること等に留意する。

⑶ 事業主は、定年、解雇等により離職することとなっている高年齢者等が再就職を希望するとき
は、求職活動支援書の作成や、求職活動のための休暇の付与等を通じて積極的に支援すること等
により、その再就職の援助に努めるものとする。
また、離職予定高年齢者等の有する豊富な職業キャリアの記載が可能な「職業キャリアが長い
方向けのジョブ・カード」の様式を求職活動支援書として積極的に活用する。

⑷ 事業主は、職業生活の設計に必要な情報の提供、職業生活設計を踏まえたキャリア形成の支援
等を通じて、その雇用する労働者の高齢期における職業生活の設計について効果的な援助を行う
よう努めるものとする。
この場合において、労働者が若いときから将来の職業生活を考えることができるよう、早い段
階からの情報の提供等に努める。

３ 高年齢者等の職業の安定を図るための施策の基本となるべき事項
、 、 、⑴ 高年齢者雇用確保措置が 各企業の労使の十分な協議の下に 適切かつ有効に実施されるよう

指針の周知徹底や、高年齢者雇用確保措置に係る助言及び指導、助成制度の有効な活用等の事項
に重点をおいて施策を展開する。

⑵ 高年齢者等の再就職の促進のため、指針の周知徹底、求職活動支援書に係る助言等、助成制度
の有効な活用等を図る。

⑶ その他、高年齢者等の職業の安定を図るため、高齢期の職業生活設計の援助に係る指導、職業
能力開発の機会の確保のための援助、労働時間対策の推進、多様な就業機会の確保及び社会参加
の促進等を図る。
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